
意見シート

指定申請団体名：一般財団法人社会変革推進機構

記入年月日：平成30年12月6日

記入者の氏名

〇委員確認欄（総合的な意見）

意見 評語

意欲的かつ具体性をもった業務実施計画そして組織、人材の構想を提 IA 
示された． 志と経験をもった人材が日本のソーシャルセクターを発展さ
せ、地域を巻き込んだ新たな基盤を構築する可能性を感じた。 ただ、
助成の金額が年々大きくなるペースが速く、それを受け入れるソーシャ
ルセクターが実際の効果を生む形で活用できるか、 •懸念が残る。

※評語欄に記入する記号の考え方

A: 「指定の基準」を十分に満たしていると認められる。

B: 「指定の基準」を満たしていると認められる。

C: 「指定の基準」を満たしているとは認められない。

※区分Aの「十分に満たしている」とは、例えば、具体性、実現可能性、役員の資質

等の点で特に優れていると認められること。
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0委員確認欄（着眼点別）

意見 評語

使命感、蚕任感は強く、大いに期待できる．経験と多様性からの推進力 IA 
は特に期待できる．

役員（代表理事）の
社会課題に対する
問題意識、使命感、
貢任感等について
確認する。

「3 指
定の
基準 IP3
につい
て」

面接においては、指定を受けようとする団体（以
下「指定申請団体Jという。）が指定活用団体の
使命に対する強い実行・実現意志を有しているこ,-
と等も確認。
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0事務局確認欄 0委員確認欄（著眼点別）

着眼点 1 基番号準 1ペ該ー当ジ| 公募要領記戟の「確認項目J 確認 I
結果

備考 意見 評語

n業務実施体制・能力の適確性
休眠預金等交付金に係る資金の活用の目標や基本原則等について以

基本方針、基本原則に適合しており、特に評価・成果の可視化に配産し A 
ている。

Ci)業務実施計画が、基本方針を踏まえ、休眠預
下に記載あり。

第2 P4 金等交付金に係る資金の活用の目標や基本原
P49~P79業務実施計画害「2組織全体の使命」、「3業務実施にあ

i)業務実施計画 則等に適合していること。
たっての基本的な考え方」

が、基本方針を踏ま P117~P122機業構務が実果施た計す画ぺ雲きエ役グ割ゼ】クティブサマリー【理念】、【理念実

え、基本原則（国民 現に向けて当

への還元、共助、持
緑可能性、透明性・ 組織運営体制業等務にgついて以下に記載あり。
説明黄任、公正性、 ②業務実施計画において、民間公益活動促進

多様性、革新性主、成 第2 P4 業務を適確に実施できる組織運営体制等が整
P99~P100 実施計画書「5①組織運営計画：体制」「5②組織運営

果最）等大に化、民間 備できる見通しが示されていること。
計画：体制(5年計画）」

溺 適合してい
P122業務実施計画書エグゼクティブサマリー【組織と人員体制】

るか．

③業務実施計画が、民bの間で公あ益る活と動認促進業務ごと 民間公益活動促進業務ごとの実施について以下に記載あり。
第2 P4 に適確に実施できるも る認められるこ

と。
P80~P97業務実施計画書「4業務の実施計画」

P99~P100業務実施計画苔「5①組織運営計画：体制J「5②組織運営 組織的に外部の知見を適正に取り入れたらり、コンフライアンスを徹底 A 

計画：体制(5年計画）」 する工夫などは評価できる。また人材、特に職員の数と質は早い段階で

P122業務実施計画書エグゼクティブサマリー［組織と人員体制】 確保できそうであり、準備期間のスケジュールを順守できる可能性は高

②諸課助成に係る業務を行う部署とは別に、社会の
い。

第2 P4 
題ごとに現地調査を含む継続的な進捗管理 上記のうち、P99業務実施計画書「5①組織運営計画：体制」におい

や助言・協カ・支援及び成果評価の点検・検証 て、
等の機能を適切に発揮できる体制とすること。 助成に係る業務を行う部署等について以下の記載あり．

・資金分配団体の選定、資金の助成等．事業本部事業推進チーム
・進捗管理と成果評価の点検・検証、評価実施支援等：事業本部経営支
援チーム

P136別紙様式3(1.評様員名簿）※掲載順
「評譲員の構成の多様性」として各評猿員について以下のとおり記載あ
り。
・磯崎功典（経済界）
・大田弘子（学識経験者）

④評諾員会は、経済界、金融界や労働界、学識 ・柴田弘之（金融界）

第2 P4 
経験者、マスコミ、ソーシャルセクター（公益活動 ・杉田亮毅（メディア関係）

に係る分野）等の幅広い分野から人材登用を図 • 高木剛（労働界）
il)組織運営体制が り、構成の多様化を図ることが望ましい。 •高橋陽子（ソーシャルセクター）
整っているか． • 田中明彦 （学識経験者） ． 

・樽見弘紀（学識経験者）
・丹呉泰健（経済界）
• （女優・作家）
・ニ橋正弘（行政経験者）

P137別紙様式3(2.理事名簿） ※掲載順

⑤事理の事会は迅速な意思決定を図る観点から、理 • 青柳光昌 （常勤理事）
総数は必要最小限にとどめることが望まし ・金田修（非常勤理事）

第2 P5 い。 非常勤理事）
（参考：一般財団法人を設臨する場合、理事の人 •高石良伸 （常勤理事）
数の下限は3人） •永田俊一 （非常勤理事）

•坂東直理子（常勤理車（代表理事））

参考 P124~P135準備行為実施計画
2 
準備行為実施計画の内容が適確に実施できるも

準備行為実施計画に「擾先的に解決すべき社会の諸課題の決定」につ

第2 （スケ
のとなっているか◇

いての記載なし．ただし、民間公益活動促進業務規程（案）第3条（「優
、ノ-♦ユ 先的に解決すべき社会の諸課題」の決定）で、当該課題の解決に向け

ール） た全体的な方針について事業計画において明示することとしている。



0事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼 点別）

着眼点 基準 ~_l!!;; j
番号

公募要領記載の「確認項目」 翡 備考 意見 評語

11業務実施体制・能力の遍確性の続き
経理的なブロセスと人材確保は整えると認める。 B 

P101~P116 業務実施書エ計グ画ゼ書ク「テ5②ィブ組サ織マ運リ営一計【予画算：業】務運営コスト」
P123業務実施計画書
P126~P135準備行為実施計画「準備行為実施に係る見込み額」
P518平成30年度財産目録（平成30年9月20日現在）

財務状態等について以下の記載あり。
（財産目録）

貸借対照表、収支予算害等による財務状態を踏
資産合計300万円／負侯合計0円／正味財産300万円

第3 PS 
まえ、今後の財務の見通しが適切であること。

（支出）
支出合計：
46億1400万円(2019年度）、 106億1770万円(2020年度）、211億6200万
円(2021年度）、263億1300万円(2022年度）、313億4580万円(2023年
度）（税込み）
うち助成金；

40億円2為(2年0実度19施）年計、度3画0）0期、億1間0円0の億(2費0円2用3(2年：012度億0年）20度14）万、250408億0円円（(2021年度）、250億円(202
準備行 税込み）

法人の財産の管理、運用について理車、監事が関与する体制について
以下に記載あり。

P4 定款第6条（財産の職務管権理限及規び程運用）

第3 P6 
法人の財産の管理、運用について理事、監事が P474~P476理事の職
適切に関与する体制を整備すること。 P501~P505監事監査規程

P506~P513経理規程
P99~P100事業実施計画書「5①組織運営計画：体制」、「5②組織運
営計画：体制(5年計画）」

iii)っ経て理い的る基礎が
整か。

経理を適正に行うがたあめるの十分な人員及び体制を
経理を行うための人員及び体制について以下に記載あり。

第3 P6 
確保する見込み ること。

P99~P100車業実施計画書「5①組織運営計画：体制」、「5②組織運
営計画：体制(5年計画）」

第3 P6 他できのる団株体式の等意を思保決有定しにて実い質な的いこにと関。与することが p 

第3 P6 必要な会計帳簿を備え付けること。

゜
第3 P6 民の間業務公益に関活す動る促経進理業と務をに区関分すしるて経整理理とすそるのこ他と。 0 

P17定款第23条第4項において、「この法人に会計監査人1名を置く。」

第•3 P6 会計監査人を設置する旨を定款で定めること。

゜
と定められている:3。(、し4 
p1,39別紙様式 ．会計監奎人名簿）．
会計監査人木光監査法人

第3 P6 法いに見てつにを付規lい這てす定・：：は金すと公収るを認収支緒支会ペ規ー予計程算ス士等の又書にも及は定のび驚めと収査るし支法、こ決収人と。支算の；書算に査書つ鴛

゜
第3 P6 監事のうちと少。なくとも1名が公認会計士又は税理

士であるこ
Q 
P138有明別紀美紙（（様非非式常常3勤勤(3. 監事名簿）※掲載順•佐牒 ）（弁護土）
・須永明美（ 常勤）（公認会計士・税理士）

3710 



0事務局確認襴 〇委員確認欄（着眼点別）

着眼点 1基番号準戸ページ1 公募要領記載の「確認項目」 1 確結果認 I 備考 意見 評江... 
n業務実施体制・能力の適確性の続き

ソーシャルセクターを育成する考え方やスケールアップする方法などが A 

①民間公益活動やソーシャル・イノベーションに 専門的能力等について以下に記載あり。
具体的である。海外からの視点、また日本独自の視点も議合させること

関する十分な知識を有するほか、助成を行った P142~P400別紙様式4(履歴害）
が期待できる。JCTの活用も期待できる。

第3 P6 
実績を有するなど、民間公益活動促進業務を適
確に実施するために足る知識・技術を有する役 外部の専門家等について以下に記載あり。

職員を臨くとともに、必要に応じ外部の専門家等 P55業務実施計画書「3業務実施にあたっての基本的な考え方」
を活用すること。 P523~P525アドバイザリーポードについて

②特に、資金分配団体になり得る団体に関する
専門的能力等について以下に記載あり。

iv)技術的（専門的） 十分な知見やネットワーク等を有すること、非資
P142~P400別紙様式4(履歴書）

基礎が整っている 第3 P6 金的支援を必要に応じて外部の団体や専門家と 外部の専門家等について以下に記載あり。
か。 も連携しつつ伴走型で提供できる能力を有する

こと、JCT等を積極的に活用すること。
P55業務実施計画書「3業務実施にあたっての基本的な考え方」
P523~P525アドバイザリーボードについて

専門的能力等について以下に記載あり。

③び科また、案件紺成・案件発掘能力を有すること及
P142~P400別紙様式4(問歴書）

第3 P6 学技術分野の動向に知見を有することが認 外部の専門家等について以下に記載あり。
められることが望ましい。 P55業務実施計画書「3業務実施にあたっての基本的な考え方J

P523~P525アドバイザリーポードについて ， 

民間、行政、アカTミア、ソーシャルセクター、それぞれの経堂・運営1- A 
精通した役員の配置を予定している。

v)役員（代表理事） 「3.指
面接においては、指定を受けようとする団体（以

は適確に運常する 定の
十分な資質（マネジ 基準 P3 

下「指定申請団体」という。）が指定活用団体の
使命に対する強い実行・実現意志を有しているこ

メントの能力等）を につい
持っているのか。 て」

と等も確認。
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0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 I基準 該当 公募要領記戟の「確認項目」
確認 備考 意見 評語

番号 ページ 結果

m中立性・公正性
［組織運営体制に関する事項】

今回提出された資料、そして面談からも公正性の確保や利益相反を防 B 

P計PP9915画2226~~体P業P1制00務'27(実5業年施コ務計計ン実ブ画画施ラ）吉』イ計エア画グン書ゼス「ク委5テ(j)ffl員ィ会ブ榊サ就渾マ任営リー予計定【画組者織体と制人」「三<'!雌粋渭営

止するための工夫は確認できた。

①民間公益活動促進業務の適正な実施のため
員体制】

第2 P4 に、コンプライアンス施策の検討等を）及行iう組織 上記のうち、 P99業務実施計画書「5①組織運営計画：体制」におい
（外部の有識者等も参加するもの。 びその下
に実施等を担う部署を設置すること．

て、
「コンブライアン「コスン施プ策ラのイ検討等を行う組織及びその下に実施等を担う
部署」として、 アンス委員会」、「コンブライアンス室」の記載あ
り。

P99~P1005業年務計実画施）」計画書「5①組織運営計画：体制」「5②組織運営
計画：体制（

③金資が金分配団体において休眠預金等に係る資 P122業務実施計画吝エグゼクティブサマリー［組織と人員体制］

第2 P4 公正に活用され、事要な業専が門適i正に遂行される 上記のうち、P99莱務実施計画雲「5①組織運営計画：体制」におい
よう監督するために必要 部署を設匿する て、
こと。 資金分配団体に対する監督等を実施する部署として「監査部」の記載あ

り。

【諸規程等に関する車項】

i)公正性を確保す 第2 P5 暉程芸、役后繕員員のf会籠杢及馘び規年遷程事、に釦情行輯う運公た営1111め閉に＂稽必や等要倫な、理一諸規般規的程 (Q 
るために組織運営体
制・諸規程が整備さ

． 

れてやい利る益か相。反不i正行

②該員勧評決又但繕樟i遵員に業会つ事務い規又をて除程は特い珊の別た事案の上会に利呻定の害め決う関る議こ係こにととをを当。有訊たすっるて公評は益議、活当為 防止
等の組織運営上の 第2 P5 

゜
P第る4決45S.6譲条民に（利間あ益た公相っ益て反活は防動、止促当措進該置業決）務3議.にに本関つ法すい人るての規特評程別議．（の案員利j会害又関は係理を事有会す.におしーけ選・ 

工夫がなされている
る一碑．．．，．．｀  評

か。 員又は理事を除いたうえで行わなければならない． ・

Pうな4ネ第4S.。ジけ朽）利'れメに条益ン対民ば1相ト利間しなは反益て公ら、に相な、コ益定よい反ン活期習。防動的ラ厨止促念イに詣進ア科及置業ン益び）ス務弊2相室.に害反本に関にを法おす回設人いる避当はて規す古実程、る役る施た9事案臓さめ項｝員れのlるぽ二適閲。l1切し及な自び職員をい第2 PS 

゜
己申告させ

利益相反マ

P473別紙様式7(役貝及び評語員の年間報醐等見込額並びに職員の給与の
年間支給見込額について）
役員及び評諾員に対する報酬等について以下の記載あり。
評諾員（非常勤勤）： 1,320千円（評諾員会出席の都度30千円 XII名X最大4回）

④び評民謙間公益活動促進業務に係る理事、監事及 理代事表A理(事常（常 ）：0円（報酬辞退のため）

員に対する報酬等については、民間事業
常勤）：26.400千円

者の役員の報酬等及び従業員の給与、指定活
理車B(非常勤）：1,440千円（理寧会出席の都度30千円X12回X3名

第2 PS 
用団体の経理の状況：いそよのうな他支の給事の情基を準考を点諸して

評請員会出席の都度30千円X4回X3名）
監享A(非常勤）：960千円（理寧会出席の都度30千円x12回X2名

不当な水準とならな 規 評譲員会出席の都度30千円X4回X2名）
程等に定めること． 職員（（管管理院）一人当たり給与：9,140千円（人数：5人）

職員 理職以外）の一人当たり給与：7,000千円（人数：19人）

P466~P468役員及び評諸員の報酬等に関する規程

（次ページに続
P469~P472賃金規程

r ' • 5/1 



0事務局確認欄 0委員確認襴（着眼点別）

着眼点 ぢ ペ該ー当ジ 公募要領記載の「確認項目」
確認

備考 意見 評語
結果

（前ペ ジに←記入ください）

（前ページから

R関る員こ係民、理と者間を事公に諸、対益規監し活程事、動等、特促職に別進員定のそ業め利務のる益他をこを行との与。う指えに定な当活いた用もりの団、評で体あ議の

前

の続き）
ペ

第2 P5 

゜
I 
ジ

に

Pけ場第44る7合47第条審は1（民謹項、資利間又の金害公は審分関決益査配係活議並団者動にび体は促つにの当い進第決て該業3定、項案務1選の件に定ア関に申ド関すパ請与る団イ規しザ体て程リとは（ー案のなポ間）らーなにド利い及。害び関理係事者会がにいおる

閃
＜ 
だ

さ
し9
~ 一

第2 PS ⑥規程不正等行を備為えやる利こ益と相。反防止のために必要な諸

゜

P479~P481コンプライアンス規程

第2 P5 ⑦た者庁るも内）ガ向」のパ部をけと通踏ナガすン報イまるスドえ制たラ・、度コめイ内ンのン、部プ整「（公通平ラ儲益報成イ・ア通制運28ン報度用年ス者をに12体整保関月制備護す9をす日法る実消る民を効こ踏間費と性者ま事bあえ業

゜
P482-P486内部通報者保護に関する規程

第2 PS 
⑧をのえと。行る饂民行っ}間者為公又にを益は対行活団しわ動体、な寄促のい進利附こそ業益との務のを諸他をみ行の規のう特租増に別等大当のにをた図定利りめる益、活特るを動与こ定

゜
P第行益1(74"3っを)役公条て図臓私コ（はる役員ンなを行職はプ混ら為員ラ`な同イ自のいしアら装。、ンの職務ス職務）規務や程をそ遂の行地す位るをに利当用たしり、 以下に掲げる行為を

不正に自已又は他人に利

第2 P5 ⑨法認5を条定残人定17款余若等号に財しににく定関産は規めすを公定る類る益すこ法似社とる律の。団法事（平法人業成人又を18及は目年び国的法公にと益律帰す財第属る48他団させ号の法る）公人第旨益の

゜
P第員（残2244会余条の定財決款逹こ議ののを法帰経属人てがI、清公算益社をす団る法場人合及にびお公い益て財有団す法る人残の余認財定産等はに、評関議す

るす法る律もの第と5条する第。17号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与

6/10 



0事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼点別）

着眼点 基番号準 1ペ該ー当ジ 公募要領記載の「確認項目」
確認 備考 意見 評語
結果

m中立性・公正性の続き

暉は事ても・のt同理"'様事数内とに(J)しのつ:jま親分いす族のて）．等、1を当で超該あえ珊るな事踵い事及こびのとそ合（監の計事配数に偶がつ者、い哩又
今回提出された資料、そして面談からも役員、職員の公正性の確保や B 

第4 P6 

゜
P445別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認書）が提出され 利益相反を防止するための工夫は確認できた。

ている。

ii)役員又は職員の
構成が、公正性の観 ②他の同一の団体の理事又は職員である者そ

P445別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認書iが提出され点から適切か。利益 第4 P6 こののと他合（これに準ずる相互に密接3分なの関係にある理事

゜相反防止の工夫が 計監数事が、理事の総数の 1を超えない ている,0 

なされているか。 についても同様とします）。

第4 P6 ③職員が特定の団体の出身者に偏らないこと。
P263~P400別紙様式4(履歴害（職員））
P445別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認帯）が提出され
ている。

③るこ民と間に公よ益り活動促進業務以外の業務を実施す P519別紙様式8(民間公益活動促進業務以外の業務に関する説明
実施計画そして面談から支降はないと確認できる。 B 

第5 P7 、民間公益活動促進業務の実施に 書）
支障を及ぽすおそれがないものであること。 民間公益活動促進業務以外の業務を行う予定はないとしている。

iii)業民務間以公外益の活業動矛促
①員こと民、。組間織公及益び活予動算促＇等進が業実務質と的そにの区他分のさ業れ務てのい職る進 務

第5を行っている場合に P7 

゜は、その莱務を行う
ことによって業務の ②民間公益活動促進業務が法人の主たる業務
公正な実施に支障を 第5 P7 

゜及ぽさないか。
となっていること。

務④それ社又の会はあ公的る信の業用秩務を序を灘若行持，Lわくすはなる善い上良こでとのふ。風さわ俗をしく害なすい業第5 P7 るお

゜ 今回面談した役員3人は強い中立性・公正性を意繊した発口を確認でき A 
た。

面接においては、指定を受けようとする団体

「3 指
（以下「指定申請団体」という,)が指定活用団体

iv)役員（代表理車）
定の

の使命に対する強い実行・実現意志を有してい
は中立性・公正性に

基準 P3 
ること等も確認。

対する強い意謙があ 民間公益活動促進業務の適確かつ公正な実
るか，

につい
施に支障を及ぽすおそれがなく、特定の目的を

てJ 有して活動している既存の団体では困難な、中
立的な立場を守る必要がある。

wその他
特になし

業務実施計画・準備行為実施計画の内容等に関する加点・減点ポイントなど。上記
r~mに関する点を除く。

 .LI」



着眼点

民間公益活動
の促進に資する
ことを目的とす
る一般財団法人
であること

欠格事由

算1 IPJ 

公募要領記載の「確認項目」

①定款で定める指定申請団体の目的が、法第
20条第1項で定める指定活用団体の目的（民間
公益活動の促進に資すること）に適合しているこ
と。

0'― 

第1 IP4 
②「一般社団法人及び一般財団法人に関する法
律（平成18年法律第48号）」に規定される一般財 10 
団法人であること。

指定申請団体が、下記①～③のいずれにも該当
しないこと。
①法第17条第3項各号に掲げる団体
②法第"条第1項の規定により指定を取り消さ
れ、その取消しの日から3年を経過しない団体I③役員のうちに次のいずれかに該当する者がい

第6 /Pl る団体 I o ,_ 
イ禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終
わり、又は執行を受けることがなくなった日から3
年を経過しない者
口法の規定により罰金の刑に処せられ、その刑
の執行を終わり、又は執行を受けることがなく
なった日から3年を経過しない者

指定活用団体指定申請書（別紙様式1参照）

i①指定申請団体の基本情報（月lJ紙様式2参照）

②定款

③登記事項証明書

I④指定の申請に関する意思の決定を証する書類

i⑤設立趣意書及び設立者の一覧（様式自由）

⑥業務実施計画（様式自由）

イ組織全体の使命・目標

口業務実施に当たっての基本的考え方等

1（0 有）

1（0 有）

l（有o） 

l（有o） 

1（0 有）

l（o 有）

品゚

10 

ハと画の基目本標方，業針務にの示実され施た内指容定、実活施用体団制体、の実業施務計ごJ o 

0委員確認欄（着眼点別）

意見



着眼点 基準四HIページ
〇事務局確認欄

公募要領記載の「確認項目」

⑦準偏行為実施計画（様式自由）

竪
果
互

0
布

確

結

（

備考

必要書類の有
無及び書類上の
記載の有無の
確認

優先的に解決すべき社会の諸課題の決定のプ
ロセスの明確化

資金分配団体の公募に向けた各種書類の作成
のプロセスの明確化（資金提供契約書等）

評価指針・マ＝ュアルの作成のプロセスの明確
化

シンポルマークの作成準偏、決定のプロセスの
明確化

各種規程等の蓋備のプロセスの明確化

・金分翫団体に対する公募助成等に係るJCT
システムの企画のプロセスの明確化

⑧評議員、役員、職員及び会計監査人（就任予定者を
含む.,の氏名，住所•履歴及び専門的能力等に関す
る事項を記載した書類（別紙様式3及び4参照）

⑨評議員、役員、朦員及び会計監査人への就任予定I者の就任承諾書（別紙様式5参照）
⑩役職員（就任予定者を含む。）について、上記厄指
定の基準について」の「第4 役員又は職員の構成が、
民間公益活勁促進業務の公正な実施に支障を及ぼす
おそれがないものであるこいを確認した書類（別紙様
式6参照）

⑪民間公益活動促進業務規程の案（様式自由）

〇委員確認欄（着眼点別）

意見 評語

P124~P135準備行為実施計画において、優先的に解決すべき社会
の諸課題の決定についての記載なし。
ただし、民間公益活動促進業務規程1案）第3条（「優先的に解決すべき

X I社会の諸課題」の決定）で、当該課題の解決に向けた全体的な方針に
ついて事業計画において明示することとしている． ． 
また、P54、P55、P83業務実施計画書において、関連事項の記載あ
り..:. 
P124~P135準備行為実施計画において、資金分配団体の公募に向

X Iけた各種書類の作成（資金提供契約書等）についての記載なし。
ただし、P84業務実施計画書において、関連事項の記載あり。

P124~P135準備行為実施計画において、評価指針・マニュアルの作
X I成のプロセスの明確化についての記載なし。
ただし、P92案務実施計画書において、関連事項の記載あり。

。
0 ,_ 

゜
゜（有） 1一
品

品

品

基本方針に示された指定活用団体の業務ごとの
実施の方法に関する毒項

法第23条第2項篤1号において、民間公益活動促進業務規程に定める
こととされているもののうち「資金分配団体及び民間公益活動を行う団
体の選定の基準」に関し、以下に記載あり。

゜
民間公益活動促進業務の適正を確保するため
の体制の整偏に関する事項 1ガバナンス、コン
プライアンス体制に関する事項等）

休眠預金等に係る資金の活用対象の範囲

業務委託の基準

契約に関する基本的事項

収支決算書に係る外部監査の実施に関する事
項

゜

民間公益活動促進業務に関する規程（案）のうちP447~P449
第5条（選定基準）
※ただし、選定の基準の詳細は、浬事会決定事項に委任されている。

゜1'446~P447民間公益活動促進業務に関する規程（案）に、業務委託X の基準の記載なし，

X I P446~P447民間公益活動促進業務に関する規程（案）に、契約に関
する基本的事項の記載なし。

P446~e447民間公益活動促進業務に関する規程（案）に、収支決算
X I書に係る外部監査の実施に関する事項の記載なし。
ただし、P14定款第10条において、関運事項の記載あり。



0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 髯 ペ該ー当ージ 公募要領記載の「確認項目」 翡 備考 意見 評語

゜

⑫各種規程等（様式自由） 品
・評議員会の運営に関する規程 品
・理事会の運営に関する規程 （゚有）

・役員及び評論員の報酬等に関する規程 品

参込指年・職照定間額員報をを）の）受示酬給けし等与たた見等資湯込に料合額関をに並添すおびる付けに規する職程る役員こ（員指のと及定"給び'活与別評用の紙識団支椋員体給式のの見7 品

・理事の職務権限に関する規程 9←゚` 
・倫理に関する規程 ,0 

・コンプライアンスに関する規程

且-~゚、必無記確要及載認書びの書有類類の無上有のの ・公益通報者保護に関する規程

・情報公開に関する規程 ,~゜, 

・文書管理に関する規程 9゚七ヽ

・リスク管理に関する規程 、゚-、

・監事の監査に関する規程 ,_゚ヽ

・経埋に関する規程 ヽ゚←ヽ

・組織（事務局）に関する規程 ヽ゚← ヽ

⑬そ財のの前産日設事の目立録属業す時年並に度びる事おにに業けお当る年事け財度る業産貸に年借設目度録対立に）照さおれ表けたる、損法収益人支計に予算あ算書っ書て及（は申び請、
（゚有）

⑭はぽす民、民間お間そ公公れ益益が活活な動動い促促旨進進を業説業務明務以しの外た公の書花業類な務（実別を紙施行様にう支式場障8合参をに照及） 
。
（有）

⑮含（別指む耕。定様）をが式受欠9け格参よ事照う由）とすにる該法当人しな及いびこ役と員を（誓就約任す予る定書者類を
（゚有）

⑯寅行（別政紙機様関式か10ら参受照け）た指嘩等に対する措置状況の一
（゚有）

⑰亭務所のレイアウト図（様式自由） 品
0 




